





























影　山　僖　一 産業政策論 千葉商科大学 名 誉 教 授
工　藤　剛　治 経営学 商経学部 教 授
相　良　陽一郎 心理学 商経学部 教 授
沖　塩　有希子 教育学 商経学部 准 教 授
水　野　　　均 国際政治学 商経学部 非常勤講師
川　乗　賀　也 精神保健福祉 岩手県立大学 准 教 授






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































工藤剛治（2018a）「アジアのなかの日本文化」『千葉商大紀要』第 55 巻第 2号


































































































の 1つとして相談を受けていたが，平成 21 年に国がひきこもり対策推進事業を創設し，
ひきこもりに特化した専門的な第一次相談窓口としての機能を有する「ひきこもり地域支
援センター」が都道府県や政令指定都市に設置されることとなり，現在ではこれらが主な
















































　平成 28 年 9 月時点で障害福祉サービス事業所を利用中，または支援を受けた後に社会


























































































































































事例１ 事例２ 事例 3 事例 4
開始年齢 17 19 17 19
















































































































考察．精神医学，第 59 巻第 10 号，pp.953-958．
7）斉藤環（2014）．不登校・ひきこもりの「長期間を経たその後の状態」について．臨床
精神医学，第 43 巻第 10 号，pp.1481-1485．
―26―
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8）中野明徳（2009）．発達障害が疑われる不登校児童生徒の実態―福島県における調査か
ら―．福島大学総合教育研究センター紀要，第6 号，pp.9-16．









































































































































































































































































　具体的には，2018 年 7 月の「教育実習の研究」授業時に履修者に対し調査の説明がな
され，実習が前期中に終了する場合は 2018 年 8 月末までに，実習が後期になる場合は実
























































Fac.I：生き方 19.63　（3.38） 19.29（3.09）  20.25　（4.65）
Fac.II：他者との関わり方 20.00　（3.08） 20.06（2.86）  18.75　（5.97）
Fac.III：情緒不安定でないこと 17.28　（3.41） 16.78（3.51）  18.25　（5.12）
Fac.IV：自信・自己信頼に欠けていないこと 15.30　（3.57） 14.80（3.58）  18.25　（2.75）
Fac.V：自分自身への満足感 15.92　（3.41） 15.82（3.02）  14.25　（2.36）








































Fac.I：生き方 .095 .116 .152 .236＊＊ .235＊＊ .101 .210＊＊ .350＊＊ .255＊＊ .251＊＊
Fac.II：他者との
関わり方
.093 .113 .133 .160＊ .293＊＊ .221＊＊ .237＊＊ .413＊＊ .398＊＊ .326＊＊
Fac.III：情緒不
安定でないこと




-.045 .083 .054 .026 .046 .074 .086 .240＊＊ .037 .077
Fac.V：自分自身
への満足感
.076 .165＊ .126 .143 .067 .180＊ .182＊ .168＊ .161＊ .192＊
自己受容性［C］
（合計）
.076 .175＊ .170＊ .200＊ .219＊＊ .267＊＊ .282＊＊ .384＊＊ .293＊＊ .324＊＊
＊p<.05，＊＊p<.01
―36―













Ｂ評価とＣ評価をプールしたＢ＋Ｃ評価（合格者 7名／それ以外 48 名；合格率 12.7％）



















Ａ評価 25（16.4%） 72（47.4%） 97　（63.8%）
Ｂ評価 7　（4.6%） 44（28.9%） 51　（33.6%）
Ｃ評価 0　（0.0%） 4　（2.6%） 4 　（2.6%）


























（Ⅰ）教授・学習の指導 21.47（2.68）  20.17（3.45）   t［150］=1.98，p<.05
（Ⅱ）生徒の指導 20.44（3.11）  19.48（3.38）
（Ⅲ）教師としての適性 21.84（2.69）  20.64（3.64）
（Ⅳ）勤務の状況 23.56（2.05）  23.08（2.91）
【自己評価項目】
（1）生徒がよく理解できる授業を行うことができた。 67.97（13.25）  66.32（13.42）
（2）学習指導案通りに授業展開ができた。 78.28（11.82）  70.19（17.49）   t［150］=2.47，p<.05
（3）教材研究を十分に行って生徒に提示できた。 72.81（14.92）  66.32（17.38） t［55.62］=2.11，p<.05
（4）生徒とのコミュニケーションがうまくとれた。 80.31（11.50）  71.03（15.46）   t［150］=3.17，p<.01
（5）先生方とのコミュニケーションがうまくとれた。 80.00（10.70）  71.04（18.31）   t［150］=2.65，p<.01
（6）教育実習全ての面において 78.16（10.59）  73.41（13.07） t［58.80］=2.14，p<.05
【自己受容尺度［C］】
Fac.I：生き方 20.69（2.42）  19.23（3.44）   t［150］=2.26，p<.05
Fac.II：他者との関わり方 21.75（2.30）  19.52（3.10）   t［150］=3.80，p<.01
Fac.III：情緒不安定でないこと 17.34（3.25）  17.08（3.54）
Fac.IV：自信・自己信頼に欠けていないこと 15.59（3.35）  15.11（3.64）
Fac.V：自分自身への満足感 16.63（3.28）  15.63（3.23）
自己受容性［C］（合計） 92.00（9.40） 86.57（10.60） t［53.97］=2.83，p<.01
セル内の数値は各尺度得点の平均．括弧内は標準偏差．
―38―
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教師の在り方について（第七次提言）．（平成 27 年 5 月 14 日）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/pdf/dai7_1.pdf
教育再生実行会議　2016　日本の子供たちの自己肯定感が低い現状について（文部科学省




















































 （2019.1.18 受稿，2019.2.27 受理）
―46―


























　JST が教育支援と地域人材育成をねらいに展開している具体的な活動の 1 つに，「バイ











　以降の論の流れであるが，第 1 章では JST の活動の理念および活動の概要，第 2 章で
（1） カンボジア王国（KingdomofCambodia）は，東南アジアのインドシナ半島南部にある立憲君主制国家。
 人口は 1,601 万人（2017 年の国連推計），ポル・ポト政権時代の虐殺や内線の影響から若年層の比率が高く，
全人口の 8 割程度が農村部に集中するその一方で，首都プノンペンにも人口の 10% 以上が流入する。
 国民の 90% 以上がクメール語（カンボジア語）を話し，上座部仏教を奉ずるクメール人（カンボジア人）。
 同国の教育の概要については第 2 章第 2 節で言及することにする。
（2） シェムリアップ州の小学校・中学校・高等学校で受賞された 10 校のうちの 1 つである。
〔論　説〕
―49―
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　JST は，註 3 で言及したいきさつから日本での在住経験もあるカンボジア人のチア・ノ
ル氏が代表をつとめるローカル NGO であり，6 つの団体会員（ロータリークラブと
NPO）と 54 名の個人会員がサポーターとなっている（2019 年 1 月現在）。











































（4） JST ホームページ（http://jst-cambodia.net/about.html）（2019 年 1 月 7 日現在）
―50―























































（7） これまで，ロータリークラブや NPO 組織の寄付により，「アンコール・クラウ小学校」の 3 棟 9 教室とトイレ，
「モクネアク小学校」の 2 棟 10 教室，「コックチャーン小学校」の 1 棟 5 教室，「コンポンクディ小学校」
の 2 棟 10 教室，「スラエン小学校」の 1 棟 2 教室，「チョップ小学校」の 1 教室が建設されている。
―52―





















1 月 7 日現在）
（9） この「小さな美術スクール」と，ここで指導する邦人の元高校美術教師の笠原智子氏に関しては，『朝日新聞』
（2018 年 6 月 22 日朝刊）の「ひと」欄に取り上げられている。













　同国では，カンボジア王国憲法（1993 年 9 月 21 日採択，1993 年 9 月 24 日公布）第 68
条により，すべての国民に対して無償の初等教育，および前期中等教育の機会を与えるこ
とが定められた（10）。1996 年には 6・3・3 制を取り入れ，小学校は 6 年間（6～11 歳），前
期中等学校は 3 年間（日本の中学校に相当）（12～14 歳），後期中等学校は 3 年間（日本
の高等学校に相当）（15～17 歳）とした。なお，就学前教育は 3 年間（3 歳～5 歳），大学（高














校教育が午前 / 午後の 2 部制（3 部制も存在）なのはその 1 例である。
　カリキュラムに関してであるが，義務教育段階においては，国語 ･ 書き方 ･ 作文 ･ 算数・
歴史 ･ 理科などが中心であり，美術 ･ 音楽 ･ 体育はほとんど行われない。中学校から外国
語教育が加わり英語か仏語を選択する。課外活動・生徒会活動についてもそれほど活発で
（10） 義務教育段階は原則無料であるが，制服や学用品などの諸経費はその対象でない。





















 1990 年には，日本政府はカンボジアの政治勢力を集めて和平に向けた国際会議を東京で主催し，翌 1991 年
のパリ協定で和平が実現すると，1992 年に PKO に初めて自衛隊や警察官らを派遣した。
 その後の復興において，円借款を含む日本政府の援助額は，1992 年～2016 年までで累計約 27 億ドル（約 3
千億円）にのぼり，2010 年に年間の額で中国に抜かれるまでは一貫して最大の援助国であった。

































　【図表 2】は，バイヨン中学校の開校（2013 年）から現在（2019 年）までの生徒数の推
移を示したものである（16）。
　同中学には，学区内の 5 つの小学校の卒業生のほぼ全員が，11 月１日に毎年入学してくる。
さまざまな理由で中退した生徒（この辺りについては同節［3］で言及）が復学する事情から，
【図表 2：バイヨン中学校生徒数】














































計：135 名 計：297 名 計：460 名 計：474 名 計：504 名 計：516 名
（14） 小出「シェムリアップ MoiMoiライフ」『NyoNyum』2013 年 8 月号。
（15） 小出前掲記事，2013 年 12 月号。
（16） バイヨン中学校の校長室の黒板に記載されている数値に基づき作成。
―56―




Sport：MoEYS」の統計（2017 年）によると，中学 1 年生の入学者数は，シェムリアップ
で計 18,505 人（男子：8,839 人，女子：9,666 人）であり，カンボジア全体では計 238,892 人
（男子：116,259 人，女子：122,633 人）である。中学 2 年生の入学者数は，シェムリアップ
で計 13,686 人（男子：6,031 人，女子：7,655 人）であり，カンボジア全体では計 189,748 人
（男子：89,881 人，女子：99,867 人）である。中学 3 年生の入学者数は，シェムリアップで
計 11,555 人（男子：5,112 人，女子：6,443 人）であり，カンボジア全体では計 157,402 人（男







　【図表 3】は，バイヨン中学の時間割である。図表中の 7 の数字は 1 年生，8 は 2 年生，
【図表 3：バイヨン中学校時間割】
（上 2つは 2・3年生を対象とした 1部の時間割，下 2つが 1年生を対象とした 2部の時間割）
（17） YouthandSports（MoEYS）（2017）Education Statistics and Indicators 2016-2017,PhnomPenh:MoEYS,
p.27.（https://drive.google.com/file/d/0B1ekqZE5ZIUJWldPLWx4MkZFOXc/view）（2019 年 1 月 7 日現在）
（18） UNESCOInstituteforStatistics：UIS.Stat（http://data.uis.unesco.org/Index.aspx）（2019 年 1 月 7 日現在）
―57―
沖塩有希子：カンボジアにおける教育支援・地域人材育成に関する一考察




　同中学でも 2017 年度から午前 / 午後の 2 部制を採用しており，午前の 1 部（7 時～12 時，
50 分授業で 5 コマ，授業時間とコマ数は 2 部も同様）に 2・3 年生，午後の 2 部（12 時～
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　遺跡や環境保全に関わる学びも提供しており，2018 年 9 月には長期休暇の期間（9 月 1












り入れている。2018 年 1 月の 3 回目の運動会では，保護者が午前 3 時からボランティア
で作ったお粥を，午前 5 時に登校した子どもたちが食べてお腹を満たし（子どもたちの食

















































年には 3 種類の補習を用意している。「補習授業 1」は，新 3 年生全員を対象として，月
曜日～土曜日の午後 2 時～4 時に，数学・国語・英語の基礎的内容をバイヨン中学の教員
が無料で指導するものである。「補習授業 2」は，新 3 年生の一部を対象に，日曜日の午
前中に，数学・国語の発展的な内容を教科ごと 5 ドルの月謝を徴収してバイヨン中学教員
が指導するものである。「補習授業 3」は，新 2～3 年生を対象として，土曜日と日曜日の
午前中に，数学・国語・PC を新 3 年生と卒業生が無料で指導する形態をとっている。
2018 年の長期休暇中には「電気技術教室」も実施された。これもチョム・ルー校長によっ





さらには，生徒・教員・保護者・卒業生など総勢 250 名ほどが 5 台のバスで，フランス植
民地以前から栄えていたバッタンバン州の博物館・バナン遺跡・ブドウ畑などを巡る「バッ





給される額は生徒 1 人あたり 1.5 ドルということで，他の財源を確保しなければ学校運営
はうまく回らない。そこで，バイヨン中学には，日本をはじめとする支援者からの寄付金，
JST の会員費，JST 企画のツアーからの収益などが充当されている。ちなみに，2016 年
度に JST から同中学に投入された額は 8000 ドル――内訳は，学校整備費（作業員 2 名分
の給与を含む）：3000 ドル，教師の交通費：2000 ドル，伝統音楽授業の講師代：850 ドル，
JST スタッフによる音楽・美術・日本語・環境授業の際の交通費：620 ドル，サッカー試










前段として，バイヨン中学校の常勤教員に関わる情報（2019 年 1 月現在）を【図表 4】に
まずは示す。









№ 属性 最終学歴 担当職務または担当教科 在職期間 備考
1 48 歳・男性 教員養成センター 校長 2013 年～
2 30 歳・女性 教員養成センター 英語・クメール語 2016 年～
3 28 歳・女性 教員養成センター クメール語・道徳 2014 年～ 副業としてやまなみフリースクールでクメール語を指導
4 23 歳・女性 教員養成センター クメール語 2016 年～






7 27 歳・女性 教員養成センター 歴史・地理 2016 年～
8 27 歳・男性 教員養成センター ＋PannasastraUniversity 英語 2014 年～
副業としてやまなみフリースクー
ルで英語を指導
9 24 歳・男性 教員養成センター 体育 2015 年～
10 38 歳・女性 教員養成センター 物理・化学 2016 年～
11 29 歳・女性 教員養成センター 英語・クメール語 2017 年～
12 31 歳・女性 教員養成センター クメール語・道徳 2017 年～ 子ども同伴で勤務
13 34 歳・女性 教員養成センター 司書 2018 年～ 子ども同伴で勤務
―62―























で結果的に学校から足が遠のく。バイヨン中学でも，卒業生では，第 1 期生：18 名（男子：
11 名，女子：7 名），第 2 期生：19 名（男子：10 名，女子：9 名），第 3 期生：22 名（男子：
15 名，女子：7 名），在校生に関しては，現 3 年生：22 名（男子：15 名，女子：7 名），






には高校が 2 校のみであり，生徒によっては自転車で片道 1 時間以上になる），学資の不
足（バイク通学をするためのガソリン代などのもろもろの経費を工面できない），保護者



















































ルバイトをしている生徒も 14 名を数える。アルバイト収入は，2 万～2 万 5 千リエルが
23 名と最多である。1 リエルは 0.03 円弱に相当するので，20,000 リエルは約 540 円，
25,000 リエルは約 680 円である。その使途としては（複数回答可），親に渡すと答えてい
る生徒が 42 名と圧倒的である。学校で必要なものを購入する費用に充てている生徒は 29
名である。学校の裏の売店で食料品の購入に使うと答えている生徒は 22 名である。ちな











　【図表 5】・【図表 6】はその男女別の数値である（27）。項目としては，（中学 1 年生の括り
【写真 5】（筆者撮影）
（27）「JST だよりvol.2」（2018 年 3 月）記載のデータに，筆者が若干の加工を加えている。










ただし，2018 年度の「学校保健調査」によると，日本の中学校 1 年生男子の平均身長は
152.7cm，平均体重は 44.0kg，女子の平均身長は 151.9cm，平均体重は 43.7kg（28）であるので，
（日本の生徒と比較することが妥当かどうかはあるものの）カンボジアの生徒の数値とは
開きがある。視力については，同じ調査で，日本の中学校生徒の視力非矯正者の裸眼視力
は，1.0 以上：42.31%，1.0 未満 0.7 以上：9.35%，0.7 未満 0.3 以上：12.76%，0.3 未満：7.20%
であるので，これと比較すればカンボジアの生徒のそれは良好といえる（29）。体重に関して，
ローレル指数の数値が 120～130 であれば標準，160 以上が肥満，逆に 100 未満は痩せ，
【図表 5：バイヨン中学校 1年生男子身体測定結果（測定日：2018 年 1月 18～19 日）】
年齢 人数
身長（cm） 体重（kg） 右視力 左視力 ローレル指数 貧困
家庭数平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均
11 11 136.0 127.0 143.0 28.8 25.9 33.4 1.5 1.2 2.0 1.7 1.2 2.0 114.7 2
12 29 143.4 124.0 163.2 34.6 23.3 50.9 1.5 0.7 2.0 1.5 0.9 2.0 116.0 3
13 27 144.3 126.6 163.6 34.9 22.1 50.9 1.6 0.7 2.0 1.6 0.5 2.0 114.6 2
14 18 148.6 128.1 163.0 37.5 28.3 46.9 1.7 1.0 2.0 1.6 1.2 2.0 114.0 4
15 7 161.3 150.1 171.3 48.3 39.5 53.9 1.7 1.0 2.0 1.8 1.2 2.0 115.1 0
16 11 159.2 143.0 169.2 45.8 29.7 57.8 1.9 1.5 2.0 1.7 1.0 2.0 112.3 2




身長（cm） 体重（kg） 右視力 左視力 ローレル指数 貧困
家庭数平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均
11 7 138.2 130.0 145.3 32.0 26.0 41.7 1.6 1.0 2.0 1.6 0.9 2.0 120.4 1
12 39 144.9 126.0 164.0 35.3 22.5 47.6 1.6 1.0 2.0 1.7 1.2 2.0 115.8 3
13 20 147.5 131.0 158.2 38.9 24.4 52.6 1.7 1.0 2.0 1.7 1.0 2.0 120.6 6
14 15 147.4 119.5 157.0 40.8 19.3 51.6 1.6 1.0 2.0 1.6 1.0 2.0 125.7 3
15 3 151.5 143.0 158.0 45.3 42.7 47.8 1.5 1.5 1.5 1.8 1.5 2.0 131.7 0
16 3 151.1 150.0 152.0 41.7 37.0 48.4 1.6 1.2 2.0 1.4 1.2 1.5 121.0 1
17 2 159.4 156.0 162.8 52.7 52.1 53.3 1.4 1.2 1.5 1.1 1.0 1.2 130.6 0
合計 89 14
（28） 文部科学省「学校保健調査」（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2018/
12/21/1411703_03_1.pdf）（2019 年 1 月 7 日現在）
（29） ちなみに，数名の視力が悪いと診断された生徒については，席の並びの配慮を行ったという。
―66―




も触れている。1 年生で貧困家庭に指定された生徒は 27 名おり，そのうちの 11 名（約











加えた。第 1 章で JST の活動の理念および活動の概要，第 2 章では JST による教育支援・























































































　第 1 章では JST の活動の理念および活動の概要、第 2 章では JST による教育支援・地
域人材育成の実際、第 3 章では JST の教育支援・地域人材育成をめぐる背景としてバイ
ヨン中学校の生徒の様相について検討を加えた。
―70―





























第 55 巻第 2 号，2018 年，153―168 頁。「近世－ 19 世紀の『海上大国』・『陸上大国』と戦争―国際政治の構
図をめぐる考察（2）―」『千葉商大紀要』第 56 巻第 1 号，2018 年，71-86 頁。
（2） 小田岳夫『義和団事件』新潮社，1969 年を参照。
（3） 君塚直隆『ベル・エポックの国際政治―エドワード七世と古典外交の時代』中央公論新社，2012 年，135 頁。
〔論　説〕
―71―
千葉商大紀要　第 56 巻　第 3 号（2019 年 3 月）pp. 71-86
（いずれも，17 世紀頃に同地に入植したオランダ人の子孫〔ボーア人〕が建国した）と
戦い，自らの勢力圏に取り込んだ（ボーア戦争，1899-1902 年）。その際，英国は 45 万人


































（6） 野村實『日本海海戦の真実』講談社，1999 年，68-69 頁。
（7） 19 世紀末-20 世紀初頭の欧州における大国の同盟関係については，J・ジョル著，池田清訳『第一次大戦の起
源』みすず書房，1987 年を参照。
―72―








日にロシアに総動員の中止を求めたが，ロシアが応じなかったため，同年 8 月 1 日，ロシ
アに宣戦を布告した。こうした中，英国は，ドイツがフランス及びベルギー（1830 年に
独立を達成した後，永世中立国となっていた）に軍事侵攻したことに国内世論が反発した
ため，8 月 4 日，ドイツに宣戦布告した（8）。こうして，英国とロシアは，ドイツを抑える
形で共に戦争へと突入した（第一次世界大戦）。
　そして同年 8 月，英国は欧州大陸に 15 万人の陸軍部隊を派遣し，フランスの陸軍部隊
と共にドイツ軍の進撃を食い止めた。しかし，戦闘で大きな打撃を受け，戦線は膠着状態

















軍属に加え，1 億 5 千万ポンドの戦費を頼った（10）。さらに戦費を調達するため，3 億 5
千万ポンド分の戦時公債を発行したものの，高い発行額を設定したために目標の 3 分の 1
（8） 英露等が戦争に介入する経緯は，高坂正堯『古典外交の成熟と崩壊』中央公論社，1978 年，309-335 頁。
（9） 戦闘の経緯は，飯倉章『第一次世界大戦史』中央公論新社，2016 年，A・J・P・テイラー著，倉田稔訳『第
一次世界大戦』新評論，1980 年を参照。














に踏み切ると，米国はドイツに宣戦布告し（1917 年 4 月），大規模な陸軍を欧州に派遣し








1918 年 3 月）。











（11）『朝日新聞』2017 年 8 月 12 日。
（12） 土肥恒之『ロシア・ロマノフ王朝の大地』講談社，2016 年，311 頁。和田春樹他編『世界歴史体系ロシア史 3』
山川出版社，1997 年，23-24 頁。
（13） 前掲書『国際関係史』201 頁。
（14） Z.Brzezinski,The Grand Chessboard,BasicBooks,NewYork,1997,p4.
―74―














































































（20） 山口定『現代ヨーロッパ政治史（下）』福村出版，1983 年，474 頁。
―76―












　1939 年 8 月 23 日，ソ連はドイツとの安全保障に関する取り決め（独ソ不可侵条約）に
調印した。この条約には付属の議定書が付けられ，そこには，ソ連がフィンランド，エス
トニア，ラトビアを勢力圏に収める他，ドイツとの間でポーランドを分割することが決め


















服させようと図った（バトル・オブ・ブリテン，1940 年 7 月-10 月）。しかし，ドイツ空
軍の戦闘機は航続距離が短いたために爆撃機を十分に護衛できず，加えて英空軍の頑強な















避けるための交渉（1941 年 1 月-12 月）では，米国政府が日本に「中国からの撤兵」を求
めたのを拒否し，ドイツが対英米戦に勝利する可能性を頼りに，対米開戦を決定した。
第二次世界大戦の終結と英米ソ関係













年 8 月），イランを対独戦に参加させた。続いて米国等と連合軍を結成し，翌 1944 年 6 月
6 日，連合軍の大部隊は北フランスのノルマンディーに上陸した後にフランスの首都パリ
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そして同年 4 月末，ソ連軍はドイツの首都ベルリンに突入し，激戦の末，同年 5 月初めに
制圧した。その戦闘中にヒトラーは自殺し，ドイツは同年 5 月 9 日に降伏した。
　一方，日本は 1941 年 12 月，対英米開戦に踏み切り，第二次世界大戦がアジア太平洋地
域にも拡大した。これに対して英米両国は，英国がフィリピン以外の東南アジアを，米国
がフィリピン及び太平洋地域を，夫々戦場として分担した上で戦争に臨んだ。しかし，英






　他方の米国は，1942 年 6 月にミッドウェー沖の海戦に勝利すると，日本への反撃を開
始した。当時の米国は，1945 年時点で GNP が世界全体の 50 パーセントに達しており（27），
欧州方面と同様に大規模な陸海軍戦力を投入して日本軍の拠点を次々と攻略し，日本の本
土へと迫っていた。また，ソ連は，1945 年 2 月，クリミヤ半島のヤルタで英米両国と話
し合いに臨み（ヤルタ会談），日本との中立条約（前出）を破棄して対日参戦に踏み切る
という密約を交わしていた。
　この後，米軍が広島と長崎に原子爆弾を投下して大打撃を与え（1945 年 8 月 6 日及び 9
日），続いてソ連軍が満州国や朝鮮等に侵攻すると，日本は抵抗を断念して降伏し（1945
年 8 月 15 日），第二次世界大戦は終結した。
　結局，英国は勝利したものの，戦争の代償として国家資産の 4 分の 1 を消耗し，戦後に
はアジア及びアフリカの植民地が次々と独立するなど，国際政治での発言力及び勢力圏が
縮小していった。他方，米国は，圧倒的な戦力によって勝利した結果，英国に代わって「海

















































る勢力に奪われるのを阻止するため，1979 年の 12 月末，約 17 万 5 千人の兵力をアフガ
ニスタンに投入して親ソ政府のテコ入れを企てた。しかし，ソ連軍は従来，国家間での正
規軍同士の戦闘を想定して訓練していたため，アフガニスタンでは反政府組織及びこれを
（28） コンゴ動乱は，L・J・ハレ―著，太田博訳『歴史としての冷戦』サイマル出版会，1967 年，295-300 頁。
（29） 第 4 次中東戦争は，香西茂『国連の平和維持活動』有斐閣，1991 年，216-222 頁。
―80―
























政府（アチソン国務長官）は，1950 年 1 月の記者会見で，「米国はアジアにおいて，アリュー
シャン列島，日本，沖縄諸島，フィリピンを防衛圏に置く」と発言した（32）。北朝鮮は，
この発言から，「韓国を武力で併合しても米国は動かない」と判断し，ソ連からの同意を









（31） 中島嶺雄『中ソ対立と現代』中央公論社，1978 年，75-81 頁。


















































　この戦争によって，米国は約 250 万人の兵を出兵して 6 万人余りの死者を出し，行方不





すると，ソ連は 1948 年 6 月，西ベルリンへの石油・石炭・食料等の供給を停止した（ベ
ルリン封鎖）。この事態に米国側はベルリンに生活必需品を航空機によって運んで対抗し
（西ベルリン空輸作戦），西ベルリンの市民も封鎖を持ち堪えた結果，ソ連は，米国側と
の軍事衝突に発展するのを懸念し，翌 1949 年の 5 月にベルリンの封鎖を解除した（37）。こ
の後，米国は西ドイツ（1949 年 9 月に成立）等西欧諸国と NATO（北大西洋条約機構）
を結成し，ソ連は東ドイツ（1949 年 10 月に成立）等東欧諸国との間に WTO（ワルシャワ
条約機構）を結んで（1955 年 5 月），欧州での勢力圏を分け合った。
　その後，ソ連は 1961 年の 6 月，米国側に「東ドイツと平和条約を結ばなければ東西ベ












への軍事介入を決断し，同年 10 月 29 日，イスラエルがシナイ半島（エジプトとの国境地
（35） 戦争の経緯は，松岡完『ベトナム戦争　混乱と誤解の戦略』中央公論新社，2001 年を参照。









































ア事件資料集（全 2 巻）』みすず書房，1968 年を参照。
（41） 危機の経緯は，M・ドブス著，布施由紀子訳『核時計零時一分前―キューバ危機 13 日間のカウントダウン』
日本放送出版協会，2010 年を参照。
―84―
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―88―













































































































































































































































































































論叢，第 50 巻第 1 号。2012 年 9 月。
―96―
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平成 30年学外研究活動報告
（平成 30 年 1 月～12 月）
本報告は会員から報告のあったものを掲載してあります。――◇運営委員会
〔学会報告〕
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